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★業務量について

※有収率は新型コロナウイルス対策として収益とならなかった基本料金部分の免除水量を含めた値

・本年度における給水戸数は21,711戸で，前年度に比べ39戸の減少となりました。

・給水人口は46,415人で，前年度に比べ720人減少し，行政区域内人口に対する普及率は，

99.0％となりました。

・配水量は5,157,772㎥で，前年度に比べ107,548㎥の減少となりました。

・有収水量は 4,649,867㎥で，前年度に比べ 36,803㎥の減少となり，有収率は，前年度より 1.2

ポイント上昇し，90.2％となりました。

★決算概要

◆収益的収支 （金額単位：円，税抜き）

令和２年度笠岡市水道事業会計決算では，収益的収入が約10億 7,194万円となり，前年度に比べ

約２億5,867万円の減収となりました。また，収益的支出は約11億7,961万円で，前年度に比べ約

3,323 万円減少しました。令和２年度の決算では，新型コロナウイルス感染症の影響により，収入が

減少した方や売上げ減少により事業活動が厳しい方を支えるために，全給水契約者の水道料金のうち令

和２年４月から９月分までの基本料金を６か月間免除としました（免除額税抜き約２億3,178万円）。

この結果．収益的収支において平成10年度以来22年ぶりに純損失を計上せざるを得ず，約1億767

万円の当年度純損失が生じることとなりました。

剰余金の処分については，当年度純損失が生じたため，例年のように利益剰余金を各積立金へ積立て

を行わず，積立金を取崩しした１億7,600万円を自己資本金へ組入れました。

事 項 単位
令和元年度

決算

令和２年度

決算

比較増減

増減 率

計画給水人口 人 65,000 65,000 0 100.0

年度末給水人口 人 47,135 46,415 △720 98.5

年度末給水戸数 戸 21,750 21,711 △39 99.8

計画給水人口に対する普及率 ％ 72.5 71.4 △1.1 98.5

年間総配水量 ㎥ 5,265,320 5,157,772 △107,548 98.0

１日最大配水量 ㎥ 16,140 18,426 2,286 114.2

１日平均配水量 ㎥ 14,386 14,131 △255 98.2

１人１日最大配水量 ㍑ 342 397 55 116.1

１人１日平均配水量 ㍑ 305 304 △1 99.7

年間給水量（有収水量） ㎥ 4,686,670 4,649,867 △36,803 99.2

有収率 ％ 89.0 ※90.2 1.2 101.3

年 度 収益的収入 収益的支出 当年度純利益

令和２年度 1,071,937,293 1,179,612,078 △107,674,785

令和元年度 1,330,611,569 1,212,842,148 117,769,421

差 引 △258,674,276 △33,230,070 △225,444,206
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◆資本的収支 （金額単位：円，税抜き）

資本的収入が資本的支出に不足する額，約３億4,495万円(税抜き)は，水道事業会計の内部に留保し

ている資金で補てんしました（減債積立金2,600万円，建設改良積立金１億5,000万円及び過年度分

損益勘定留保資金１億6,895万円で補てん）。

★損益計算書（経営成績）

損益計算書は，１事業年度中の実現する全ての収益と，これに対応する全ての費用を記載し，経営成

績を明らかにするための報告書です。 （金額単位：円，税抜き）

・収益は，営業収益・営業外収益及び特別利益に分類されます。

・営業収益は，主たる営業活動から生じる収益をいい，水道事業においては，水道料金収入がそのほと

んど（95.6%）を占めています。営業外収益は，預貯金・貸付金から生じる受取利息や他会計補助金

等に加え，長期前受金戻入（固定資産の減価償却費のうち，その固定資産の取得費に充てた自己資金

以外（補助金・工事負担金など）の金額に相当する額）が計上されます。特別利益は，当年度の経常

的な損益計算に算入されない過年度損益修正益（過去の収益の修正など）等があります。

・費用は，営業費用・営業外費用及び特別損失に分類されます。

・営業費用は，主たる事業活動のため生じる費用で，笠岡市の場合は，後述の水道事業費用内訳のとお

りで，受水費（岡山県西南水道企業団から購入する水の費用）が約半分を占めています。営業外費用

は，借入金の支払利息等です。特別損失は，事業の通常の経営に伴うものでなく，過年度損益修正損

（過去の費用の修正，臨時損失など）等があります。

年 度 資本的収入 資本的支出 差 引 額

令和２年度 357,604,217 702,555,536 △344,951,319

令和元年度 268,771,590 593,747,785 △324,976,195

差 引 88,832,627 108,807,751 △19,975,124

令和元年度 令和２年度 差引額 備考

1.営業収益 1,122,236,606 879,765,698 △242,470,908 ［1］

2.営業費用 1,131,220,792 1,117,462,663 △13,758,129 ［2］

営業利益 △8,984,186 △237,696,965 △228,712,779 ［3］＝［1］－［2］

3.営業外収益 204,630,953 191,048,653 △13,582,300 ［4］

4.営業外費用 23,977,619 20,974,659 △3,002,960 ［5］

経常利益 171,669,148 △67,622,971 △239,292,119 ［6］＝［3］＋(［4］－

［5］)

5.特別利益 3,744,010 1,122,942 △2,621,068 ［7］

6.特別損失 57,643,737 41,174,756 △16,468,981 ［8］

当年度純利益 117,769,421 △107,674,785 △225,444,206 ［9］＝［6］＋(［7］－

［8］)
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★貸借対照表（財産状態）
貸借対照表は，年度末の3月31日における資産・負債及び資本を総括的に表示し，資金の運用形態

と（資産の部）その調達源泉（負債・資本の部）を対称表示し財産の状態を明らかにする報告書です。

（金額単位：円，税抜き）

◆資産の部 ◆負債の部

1.固定資産 7,455,979,097 3.固定負債 321,276,806

(1)有形固定資産 7,149,991,729 (1)企業債 217,731,753

(2)無形固定資産 305,987,368 (2)引当金 103,545,053

(3)投資 0 4.流動負債 543,814,787

2.流動資産 2,199,929,471 (1)企業債 23,988,876

(1)現金預金 1,580,767,770 (2)未払金 421,543,686

(2)未収金 592,973,326 (3)引当金 8,842,000

(3)貯蔵品 11,675,687 (4)その他流動負債 89,440,225

(４)前払金 14,512,688 ５.繰延収益 3,237,685,563

資産合計 9,655,908,568 (1)長期前受金 7,893,959,478

資産合計と負債資本合計は，常に一致します。

(2)長期前受金収益化累計額 △4,656,273,915

負債合計 4,102,777,156

◆資本の部

６.資本金 4,118,487,593

(1)自己資本金 4,118,487,593

７.剰余金 1,434,643,819

(1)資本剰余金 651,707,564

(2)利益剰余金 782,936,255

資本合計 5,553,131,412

負債資本合計 9,655,908,568
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◆有形固定資産明細 （金額単位：円）

◆水道事業費用内訳 表示単位（金額：千円，割合：％）

令和2年度費用構成表
その他

9%

材料費

0%

修繕費

7%

動力費

1%

薬品費

0%

減価償却費

24%

支払利息

0%人件費

10%

受水費

45%

委託料

4%

人件費 支払利息 減価償却費 動力費 修繕費 材料費 薬品費 委託料 受水費 その他

区 分

平成 元 年度 令和 ２ 年度 比較増減

金 額 割合 金 額 割合 金 額 前年

比

人件費 114,063 9.3 112,842 9.5 △1,221 98.9

支払利息 4,638 0.4 3,754 0.3 △884 80.9

減価償却費 279,850 23.1 287,223 24.3 ＋7,373 102.6

動力費 14,157 1.2 13,293 1.1 △864 93.9

修繕費 87,826 7.2 88,148 7.5 ＋322 100.4

材料費 807 0.1 1,067 0.1 ＋260 132.2

薬品費 205 0.0 189 0.0 △16 92.2

委託料 45,770 3.8 50,279 4.3 ＋4,509 109.9

受水費 526,796 43.4 516,071 43.8 △10,725 98.0

その他 138,729 11.5 106,746 9.1 △31,983 76.9

合 計 1,212,841 100.0 1,179,612 100.0 △33,229 97.3

資産の種類 年度末償却未済高

土地 427,642,902

建物 367,977,084

構築物 5,801,225,736

機械及び装置 268,738,396

車両及び運搬具 2,029,801

工具器具及び備品 1,329,952

量水器 74,045,858

建設仮勘定 207,002,000

合 計 7,149,991,729

有形固定資産

量水器

1%

車両運搬具

0%

建設仮勘定

3%工具器具備品

0%

機械装置

4%

土地

6%

建物

5%

構築物

81%

土地 建物 構築物 機械装置

車両運搬具 工具器具備品 量水器 建設仮勘定
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・人件費は，職員の給料や法定福利費等です。

・支払利息は，水道施設を建設するために借り入れた

資金の利息です。

・減価償却費は，水道施設を使用することによって

発生する資産価値の減価分の費用です。

・動力費は，市民のみなさんに水を送り届けるために必要なポンプ等の電気代です。

・材料費は，施設設備等の修繕用資材の費用です。

・薬品費は，水をきれいにするための薬品代です。

・受水費は，岡山県西南水道企業団から購入する水道水の代金です。

◆岡山県内15市の給水原価と供給単価（令和元年度）

供給単価 給水原価 差引額

岡山市 156.0 147.2 8.8

倉敷市 125.5 107.8 17.7

津山市 205.3 209.1 △3.8

井原市 156.0 147.5 8.5

総社市 140.0 136.7 3.3

高梁市 166.4 190.5 △24.1

新見市 196.4 158.0 38.4

備前市 149.3 165.8 △16.5

赤磐市 190.5 189.6 0.9

真庭市 212.7 210.2 2.5

美作市 207.3 198.3 9.0

玉野市 118.2 105.9 12.3

瀬戸内市 190.3 181.5 8.8

浅口市 162.9 184.7 △21.8

笠岡市 230.8 213.0 17.8

給水原価と供給単価
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笠岡市は，費用構成の内，

約半分が浄水の購入費

（受水費）です。

この数値は，岡山県がホームページ

で公表している「岡山県の水道の現

況」より抜粋したものです。

「給水原価」は，１㎥当たりの水道水

を作るために必要な経費を表してい

ます。

「供給単価」は，みなさんからいただ

いた水道料金の水道水１㎥当たりの

平均単価を表しています。
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◆配水量，給水量及び有収率の推移

※有収率とは，年間配水量（岡山県西南水道企業団から購入した水量）に対する，年間給水量（料金収

入があった水量）の割合で，100％に近いほどよい。

※令和２年度の有収率は新型コロナウイルス対策として収益とならなかった基本料金部分の免除水量を含めた値

◆岡山県内15市の有収率 「岡山県の水道の現況」「総務省公営企業年鑑」より抜粋

区 分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

配水量（㎥） 5,462,310 5,476,668 5,286,135 5,265,320 5,157,772

給水量（㎥） 4,969,965 4,880,072 4,757,315 4,686,670 4,649,867

有収率（%） 91.0 89.1 90.0 89.0 90.2

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

岡山市 90.8 90.8 90.5 90.3

倉敷市 93.5 93.0 92.4 93.0

津山市 84.2 84.0 85.0 86.3

玉野市 92.3 92.0 91.8 91.9

井原市 83.6 83.2 84.3 84.7

総社市 89.0 88.9 89.1 89.2

高梁市 83.0 83.7 71.8 80.3

新見市 86.4 89.4 87.3 86.5

備前市 80.5 77.6 75.5 75.0

瀬戸内市 81.6 82.4 83.2 78.8

赤磐市 86.7 88.1 88.1 86.9

真庭市 84.9 82.1 82.4 83.4

美作市 79.5 76.9 74.8 75.1

浅口市 92.8 92.7 92.5 92.0

笠岡市 91.0 89.1 90.0 89.0

県内15市平均 86.7 86.3 85.2 85.5

配水量，給水量及び有収率

91.0

89.1
90.0

89.0
90.2

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
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配水量 給水量 有収率
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◆重要指標の目標達成状況

本市の水道事業は，経費の節減と給水サービスの向上に努め，安定した経営に取り組んでき

ました。しかし，人口減少や節水機器の普及等による有収水量の減少に伴い，水道料金収入が減

少傾向にあります。一方で，水道施設の老朽化が進行しており，更新に取り組まなければなりま

せん。

このような状況を捉え，平成29年度に策定した水道施設の中長期更新計画に沿って水道施設の

更新を進め，令和２年度に策定した水道事業ビジョン（中間見直し）や及び水道事業経営戦略に

基づき，今後も着実に老朽施設の更新に取り組んでいきます。施設の更新投資費用を踏まえた収

支均衡の維持，安定経営に必要な資金の確保と将来世代の負担に留意した借金残高の推移を注視

し，持続可能な健全経営を行います。

今後も，ライフラインとしての水道事業の重要性を深く自覚し，「市民のための水道を未来へ」

の基本理念の下，安心・安全な水を安定的に継続して供給できるよう，着実に事業運営に取り組

んでいきます。

実績

令和元年度

実績

令和２年度

目標

令和11年度

備考

安全 安全でおいしい水の供給

水質基準不適合率

0.0％ 0.0％ 0.0％ ○達成

強靭 水道施設の耐震化

基幹配水池の耐震化率

100％ 100％ 100％ ○達成

強靭 水道施設の耐震化

基幹管路の耐震適合率

17.3％ 19.9％ 30.0％

強靭 水道施設の計画的な更新

老朽管の更新 管路の更新率

0.87％ 1.00％ 0.80％ ○達成

持続 事業運営の効率化

有収率

89.0％ 90.2％ 92.0％

持続 事業運営の効率化

料金回収率(供給単価/給水原価)

108.38％ 85.12％ 100％以上

持続 事業運営の効率化

企業債残高対給水収益比率

12.38％ 28.74％ 350％以下 ○達成

持続 事業運営の効率化

給水人口１人当たり企業債残高

2,842 円/人 5,208 円/人 52,000 円/人

以下

○達成

持続 事業運営の効率化

資金（現金・預金）残高

17.4 億円 15.8 億円 7 億円以上 ○達成

持続 事業運営の効率化

資金残高対給水収益比率

160.94％ 187.97％ 70％以上 ○達成

今後も適切な借金（企業債）残高と自己資金水準の

バランスを考慮しながら，着実に施設の耐震化と有

収率の向上を目指していく目標です。


